
先行きが不透明な厳しい経済状況下において、県民の皆様の確かな暮らしを守り、中小企業者等の安定かつ持続的な
経営を支えるため、更なる対策として賃上げ環境の整備や価格転嫁の促進、省エネの加速化による構造転換に取り組み、
県民や事業者等の皆様を切れ目なく支援します。

２ 当面の経営環境の変化への対応 ～ 支 え る ～

１ 県民の確かな暮らしを支援 ～ 守 る ～

３ 中長期的な経営基盤の強化・構造転換 ～ 備 え る ～

◆ 相談窓口の設置 県機関に特別相談窓口を設置、米国関税県連絡協議会の設置 等

◆ 海外展開・生産拠点の多角化 海外販路の新規開拓支援、農畜産物輸出拡大、国内販路の開拓支援 等

◆ 付加価値向上・産業ＤＸ推進 専門家派遣等による経営課題の解決支援、産学官連携によるＩＴビジネス創出・ＩＴ人材確保の支援 等

４ 『伝わる』情報の発信

◆ しあわせバイ信州運動の推進 県産米の安定供給・地産地消に向けた課題解決策の検討 等

◆ 物価高に対する生活者支援 低所得世帯への支援金支給、低所得のひとり親世帯への特別給付金の支給、学校給食費等の負担軽減
応急的な住まいとして県営住宅を提供 等

◆ コメの価格高騰対策
米価高騰で家計が苦しくなっている子育て世帯等に対する食料支援を拡充、フードドライブ統一キャンペーン、
渇水下でのＲ７年産米の生産量・品質確保のための支援 等

◆ エネルギー価格高騰対策
ガソリン価格適正化等に関する検討会の開催、ＬＰガス料金の負担軽減、ガソリン価格適正化の検討に向けた
ガソリン価格表示等実態調査、家庭における省エネの推進、自家用車から公共交通への利用転換促進 等

◆ 支援策をわかりやすく確実に届けるため、
丁寧かつ積極的に情報を発信

県公式ウェブサイト内の専用ページ・県公式LINEによる発信、動画等を活用した発信、
金融機関・商工団体等と連携したプッシュ型の発信 等

長 野 県
令和７年11月20日

◆ 価格転嫁の促進
「長野県価格転嫁サポーター制度」を創設し金融機関・支援機関職員等による支援体制を強化、
専門家等によるより細やかな価格転嫁サポート 等

◆ 賃上げ環境の整備
持続的な賃上げを行うための生産性向上に資する設備投資や人材育成を行う中小企業者等を支援、
中小企業融資制度の拡充（賃上げ支援）、賃上げ促進税制等の国施策の活用促進 等

◆ スタートアップ・エコシステムの強化 スタートアップ・エコシステムの強化に向けた支援戦略の策定・ＰＲ強化等 等

◆ 省エネの加速化
県ゼロカーボン戦略の中間見直しにおいて全分野にわたり省エネ対策の更なる推進を検討、
産学官金連携による長野県産業水素共創ネットワークの設置 等

◆ 中小企業への経営支援 中小企業融資制度の拡充（関税対応）、特別高圧を受電する中小企業者等への支援、県産加工用米等の確保支援 等

長野県 物価高騰・米国関税措置支援パッケージ (概要版)
～県民の確かな暮らしを守り、持続可能な産業構造への転換を図る～
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※橙色字は主な新規・拡充、下線は９月補正予算又は11月補正予算案
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